
参    考 資 料 

（庁舎等使用調整計画） 

資料２の別添 



　さいたま新都心合同庁舎１号館 約 借受解消（建物）：　 　約1,329㎡ → 年額約119百万円

　さいたま新都心合同庁舎２号館 約
売却可能財産（土地）： 約1,352㎡
借受解消（建物）： 　　約1,230㎡

→
→

約3.2億円（台帳価格）
年額約63百万円

2 　近畿中国森林管理局庁舎 約 借受解消（建物）： 　　　約632㎡ → 年額約30百万円

3 　岡山地方法務局岡山西出張所庁舎 約 売却可能財産（土地）： 約1,448㎡ → 約1.8億円（台帳価格）

4 　高松港湾合同庁舎 約
売却可能財産（土地）： 約3,742㎡
借受解消（土地）：　　 約1,262㎡
借受解消（建物）：　　　 約652㎡

→
→
→

約1.2億円（台帳価格）
年額約4百万円
年額約20百万円

5 　中国四国農政局高松市庁舎 約 売却可能財産（土地）： 約1,020㎡ → 約1.1億円（台帳価格）

約
売却可能財産（土地）： 約7,562㎡
借受解消（土地）：　　 約1,262㎡
借受解消（建物）：　　 約3,843㎡

約7.3億円（台帳価格）
年額約4百万円
年額約232百万円

  使用調整床面積　：　約 １３７，０００㎡

  売却可能財産    ：　（土地）約 １０６，７００㎡ ⇒ 約 １２９．１億円の売却可能財産の創出

  （建物）　約 ３５，５００㎡ ⇒ 年額約 ２４．６億円の借受解消

　　 業務委託料縮減　：　年額約 ７百万円

備考(調整に伴う財政効果)

1,030㎡

1,067㎡

（参考）平成１９年６月から平成２８年２月までの庁舎等使用調整計画の策定状況（８３事案：９２庁舎）及び財政効果（累計）

合計（５事案：６庁舎） 8,417㎡

945㎡

998㎡

1,914㎡

1

庁舎等使用調整計画の対象事案（平成２８年２月諮問）

  借受解消    ：　（土地）　約 １２，８００㎡ ⇒ 年額約   ０．３億円の借受解消

使用調整対象面積議案 庁　舎　名　

2,463㎡

1






